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Ⅰ　会社の現況に関する事項 

１．当事業年度の状況 

当期は、新しいサンプラザの活性化施設への参画に向け、大手企業と組み

「居場所と回遊の起点」となる提案をおこないましたが、次点となりました。

しかしながら、収益面におきましては、各種売上げが増加したことや、コミ

ュニティセンターの電話予約受付センター業務を追加受託したこともあり、

予算と比較して増収となりました。一方、費用面におきましては、人件費の

大幅な抑制と業務の一部を自社で対応することで予算を下回り、営業利益は、

予算と比較して大幅に増益となりました。加えて、金融機関からの借入金を

繰上返済し、経常利益も予算と比較して増益となりました。結果、平成２２

（２０１０）年度に作成した新たな経営再生計画を大幅に上回ることとなり、

箕面市に対し、金銭による一部繰上弁済の見込みとなりました。 
 

当期の重点施策①「箕面駅周辺の指定管理者等公募に向けた対応」につい

ては、新たな事業獲得とはなりませんでした。 

重点施策②「債務の繰上弁済等を含む財務体質の強化」については、３つ

の債務のうち、金融機関からの借入金について返済し、箕面市に対する債務

の１つについては、次年度早々に弁済が実現可能となりました。 

重点施策③「新たな経営計画策定の検討」については、新たな事業獲得と

はなりませんでしたが、調停終了まで着実に弁済できる見通しを整理しまし

た。 

業績面では、箕面市との調停条項の収益計画を大幅に上回り、順調に推移

しています。 
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２．新しい経営再生計画の実践とまちづくりについての総括 

（１）箕面市との連携強化による経営再生計画の遂行 

箕面市との経営状況に関する毎月の定例連絡会議において、調停条項の

進捗状況など経営に関する情報交換や課題について協議をおこないました。 
 

（２）人材の採用・育成 

人材の採用については、退職者の補充と新規事業のための採用をおこな

いました。 

人材の育成については、ＯＪＴを中心とした研修を実施したほか、再開

発関連の研修会、企業主催の展示会、箕面市主催の人権研修、各種先進事

例の調査・研究等を活用し、スキルアップを図りました。 
 

（３）既成市街地の活性化への取組み 

「箕面文化・交流センター北館・南館」の指定管理者として、箕面ＦＭ

まちそだて株式会社への委託により地域との連携を図り、公共施設におい

て、観光客の集客や地域への回遊性も高める事業をおこないました。 
 

（４）市域のまちづくりに関係する土地活用支援 

各種運営支援については、土地賃貸借共同事業の安定化に向けて運営支

援業務を受託するとともに相続対応等の業務も進めました。また、周辺街

区の地権者の土地活用の支援を継続しておこないました。 

 
 
 

３．事業活動 

（１）統括部 業務課の事業 

① 箕面文化・交流センター北館・南館の運営管理事業 

新たな文化施設として、利用者が安全かつ快適に利用できるよう、各種

設備や備品の導入や更新もおこない、利用者の声を聞きながら運営に反

映しました。 

② みのおサンプラザ２号館管理受託業務 

点検や修繕など、様々な対応をしました。 

③ 不動産賃貸業務 

すべて賃貸しました。 

④ 土地賃貸借事業 

箕面駅前の所有地は、継続して土地賃貸借事業を実施しました。 
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⑤ コミュニティセンター電話予約センター業務 

コミュニティセンター７館（箕面・豊川南・西・南・萱野北・萱野東・

彩都）の電話予約受付業務を受託し、円滑な予約受付等を実施しました。 

⑥  まちづくりネットワーク 

(ｲ) 公益社団法人箕面市シルバー人材センター 

「箕面文化・交流センター 北館・南館」運営管理業務の一部（窓口受

付・館内巡回点検等）を委託しました。 

(ﾛ) 箕面ＦＭまちそだて株式会社 

「箕面文化・交流センター北館・南館」運営管理業務の自主事業として、

箕面の地域資源の様々な映像を放映する等の事業を委託しました。 

(ﾊ) 公益財団法人箕面市メイプル文化財団 

「箕面文化・交流センター南館」においてのイベントの側面的支援等で

の連携を進めました。 

 

（２）統括部 都市開発課の事業 

① 緑遊新都心株式会社の支援業務 

土地賃貸借共同事業の長期的な安定に向けて、各地権者の相続の対応等の

相談業務を含め経営全般にわたって支援をおこないました。 

② かやの中央のまち育て支援業務 

「かやの中央まち育て協議会」の組織運営の側面支援と周辺街区の土地活

用の相談業務を継続的に実施しました。 

③ 南山開発株式会社の支援業務 

土地賃貸借共同事業の長期的な安定に向けて、各地権者の相続の対応等の

相談業務を含め経営全般にわたって支援をおこないました。 

④ 箕面新都心の周辺街区の駐車場業務 

テナント向けの月極駐車場(４区域)の管理を受託しました。 

⑤ その他資産活用等の支援事業 

市内の土地所有者からの申出による土地活用案件を支援しました。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

4



４．財産及び損益の状況 

（単位：百万円） 

 
 
 
 
 

５．主な借入先の状況（令和８（２０２６）年３月３１日現在） 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
区　　分

第４６期 
令和 5 年 3 月期

第４７期 
令和 6 年 3 月期

第４８期 
令和 7 年 3 月期

第４９期（当期） 
令和 8 年 3 月期

 
売　上　高 　　１２９ 　　１３０ 　　１０３ 　　１１６

 
経 常 利 益 　　　２５ 　　　２５ 　　　２４ 　　　１９

 当期純利益 
(１株あたりの当期純利益金額)

　　　５７ 
   （１０銭）

　　　２１ 
    （４銭）

　　　６０ 
   （１１銭）

　　　１５ 
   （２銭）

 
総  資  産 　　５５０ 　　５５９ 　　６０５ 　　５７４

 純　資　産 
(１株あたりの純資産額)

　　２０９ 
   （４０銭）

　　２３０ 
   （４４銭）

　　２９０ 
   （５５銭）

　　３０６ 
   （５８銭）

 
借　入　先 借　入　金　額

 
箕面市   ２２５，８０８千円

 
合計 ２２５，８０８千円　　　
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Ⅱ 会社の株式に関する事項 

（１）会社が発行する株式の総数　　  ５２０，４００，０００株 
（２）発行済み株式総数　　　　　　　５２０，３７０，０００株（自己株式０株） 
（３）株主数　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１３名 
（４）株主 

 
 

Ⅲ　取締役及び監査役 

１．取締役及び監査役（令和８（２０２６）年３月３１日現在） 

代表取締役社長　　藤井　慶一 

取締役（非常勤）　尾池　良行  （箕面商工会議所 顧問） 

取締役（非常勤）　松山　大輔  （阪急阪神不動産株式会社　 
開発事業本部　開発企画部長） 

取締役（非常勤）　小谷　 剛　 （株式会社池田泉州銀行 執行役員） 

取締役（非常勤）　吉川　顕正　（箕面市 市政統括政策推進室長） 
監査役（非常勤）　山内　一浩   (公認会計士・税理士） 

 
 

２．取締役及び監査役の報酬等 

取締役報酬の上限は、第１期定時株主総会（昭和５４年）において、年額

１５，０００千円以内と定められております。なお、役員の退職慰労金制度

はありません。

 
株　主　名 所 有 株 式 数

発行総数に対する 

所有株式数の割合

当社からの 
出資状況

 箕面市 ５２０,２５３,０００ ９９.９７７５％ ０
 大阪北部農業協同組合 １６,０００ ０.００３０％ ０
 箕面商工会議所 １６,０００ ０.００３０％ ０
 株式会社三井住友銀行 １０,０００ ０.００１９％ ０
 株式会社りそな銀行 １０,０００ ０.００１９％ ０
 株式会社池田泉州銀行 １０,０００ ０.００１９％ ０
 阪急電鉄株式会社 １０,０００ ０.００１９％ ０
 銀泉株式会社 １０,０００ ０.００１９％ ０
 三井住友ｶｰﾄﾞ株式会社 １０,０００ ０.００１９％ ０
 

三井住友ﾌｧｲﾅﾝｽ＆ﾘｰｽ株式会社 １０,０００ ０.００１９％ ０
 北おおさか信用金庫 ５,０００ ０.０００９％ ０
 尼崎信用金庫 ５,０００ ０.０００９％ ０
 阪急バス株式会社 ５,０００ ０.０００９％ ０
 合　計 ５２０,３７０,０００ １００.００００％ ０
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箕面都市開発株式会社 （単位:  円）

金    額 金    額

240,900,707 193,082,289

現 金 ･ 預 金 226,319,642 1年以内返済予定長期借入金 177,802,512

未 収 入 金 13,971,695 未 払 費 用 2,679,361

前 払 費 用 609,370 前 受 金 2,744,368

333,825,247 預 り 金 3,057,148

322,617,047 未 払 法 人 税 等 5,975,300

建 物 5,701,768 未 払 消 費 税 等 823,600

建 物 附 属 設 備 456,360 75,294,060

構 築 物 366,737 長 期 借 入 金 48,005,900

工 具 器 具 備 品 240,715 預 り 保 証 金 27,288,160

一 括 償 却 資 産 215,304 268,376,349

土 地 315,636,163

295,900 306,349,605

電 話 加 入 権 295,900 資 本 金 89,000,000

10,912,300 資 本 剰 余 金 616,000,000

投 資 有 価 証 券 5,180,000   資  本  準   備   金 616,000,000

繰 延 税 金 資 産 5,732,300 利 益 剰 余 金    -398,650,395 

 そ の 他 利 益 剰 余 金    -398,650,395 

別  途  積  立  金 6,700,000 

繰 越 利 益 剰 余 金       -405,350,395 

306,349,605

574,725,954 574,725,954

貸　借　対　照　表

　　　　　２０２６年 ３月３１日現在

資 産 の 部 負 債 の 部

科    目 科    目

【流動資産】 【流動負債】

【固定資産】

  【有形固定資産】

【固定負債】

負 債 の 部 合 計

純 資 産 の 部

  【無形固定資産】 【株主資本】

  【投資その他の資産】

純 資 産 の 部 合 計

資 産 の 部 合 計 負 債 及 び 純 資 産 合 計
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                                 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　          自　２０２１年４月　１日

（単位:円）

受 託 料 収 入 81,758,431

家 賃 収 入 4,961,531

受 取 手 数 料 収 入 1,662,332

交 流 ｾ ﾝ ﾀ ー 売 上 2,442,899

地 代 収 入 25,939,104

116,764,297

販売費及び一般管理費合計 96,037,757

20,726,540

453,550

36,208

489,758

1,912,289

286,272

2,198,561

19,017,737

19,017,737

6,044,755

△ 2,550,874

15,523,856

損  益  計  算  書

                            　　     自　２０２５年 ４月  １日　
                           　　      至　２０２６年 ３月３１日

箕面都市開発株式会社

　　　　科　　　　目 金　　　　額

 売上高

           　売  　上    総    利    益  

 販売費及び一般管理費

         　  営      業      利 　   益   

 営業外収益

       受   　取　   　利　　　息   

       雑　　　  　収　　 　　 入   

       営　業　外　収　益　合　計   

 営業外費用

       支　　 払    　利　　　息   

       雑　　　　  損　　　　 失   

       営  業  外  費  用  合  計  

             経       常      利      益   

              税   引  前  当   期  純  利  益 

　            法人税、 住 民 税 及 び 事 業 税

　　　　　　 法　人 　税　 等　 調　整　額

　　　　　　 当　期　 純　 利　 益　金　額

8



箕面都市開発株式会社

（単位:円）

資本金 株主資本合計

別途積立金 繰越利益剰余金

前期末残高 89,000,000 616,000,000 0 616,000,000 6,700,000 △ 420,874,251 △ 414,174,251 290,825,749 290,825,749

当期変動額

　 当期純利益金額 15,523,856 15,523,856 15,523,856 15,523,856

当期変動額合計 - - - - - 15,523,856 15,523,856 15,523,856 15,523,856

当期末残高 89,000,000 616,000,000 0 616,000,000 6,700,000 △ 405,350,395 △ 398,650,395 306,349,605 306,349,605

　　　　　　　株　　主　　資　　本　　等　　変　　動　　計　　算　　書

                                 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 自　２０２５年４月　１日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  至　２０２６年３月３１日

株主資本

資本剰余金 利益剰余金

その他利益剰余金

純資産合計

資本
準備金

その他
資本

剰余金

資本
剰余金
合計

利益剰余金合計
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１．重要な会計方針に係る事項

　（1）資産の評価基準及び評価方法

投資有価証券 決算日の時価により評価する。

                

には原価法によっています。

　（2）固定資産の減価償却方法

については定額法を採用しております。）

尚、耐用年数については以下のとおりであります。

建物付属設備   3年～25年

工具器具備品　5年～8年

　（3）消費税等の会計処理

消費税等は税抜方式により処理しております。

２．会計上の見積りに関する注記

　 　会計上の見積りにより当事業年度に係る計算書類にその額を計上した項目であって、

　　　　　

繰延税金資産　５，７３２千円

個　　別　　注　　記　　表

但し、長期の不動産賃貸事業に伴う預り保証金を運用する場合

有形固定資産 定率法（但し、平成10年4月1日以降に取得した建物及び

平成28年4月1日以降に取得した建物付属設備及び構築物

建　　　　　物 　41年～50年

構　　築　　物　10年～15年

翌事業年度に係る計算書類に重要な影響を及ぼす可能性があるものは、次のとおりです。
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３．貸借対照表に関する注記

　（1）担保に供している資産 円

　担保資産に対応する債務 円

円

　（2）有形固定資産の減価償却累計額 円

　（3）有形固定資産の減損損失累計額 円

　（4）支配株主に対する債権債務 　 1年以内返済予定長期借入金　　　　　　　　　8,826,822円

円

４．損益計算書に関する注記

支配株主との営業取引による取引高 営業収益取引総額 円

５．株主資本等変動計算書に関する注記

　（1）発行済株式の種類及び総数に関する事項

発行済株式

株 株 株

株 株 株

株 株 株

　（2）配当に関する事項

　　配当はしておりません。

　 土地 218,551,731

　  1年以内返済予定長期借入金 177,802,512

 　長期借入金 48,005,900

37,446,976

772,761,448

177,802,512

  　 長期借入金 48,005,900

51,878,397

前期末株式数 新株発行総数 当期末株式数

普通株式 370,000 0 370,000

種類株式 520,000,000 0 520,000,000

合計 520,370,000 0 520,370,000
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６．税効果会計に関する注記

繰延税金資産及び繰延税金負債の主な発生原因別の内訳

繰延税金資産

７．リースにより使用する固定資産に関する注記

重要なリース資産はありません。

８．関連当事者との取引に関する注記

当該株式会社の支配株主

（1）名称 箕面市

（2）関連当事者が有する議決権の割合

（３）関連当事者との関係 箕面市立箕面文化・交流センター指定管理事業受託

公共施設受付予約センター業務受託

（４）取引の内容 公共施設の管理運営業

公共施設予約受付業務受託

（５）取引金額 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 円

９．1株当たり情報に関する注記

（1）1株当たり純資産額 58 銭

（2）1株当たり当期純利益 2 銭

１０．重要な後発事象に関する注記

該当事項はありません。

99.9%

51,878,397

減損損失 233,125,836 円

繰延税金資産小計 233,125,836 円

評価性引当額 △ 227,393,536 円

繰延税金資産合計 5,732,300 円
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1．　固定資産の取得及び処分並びに減価償却の明細

　　

                          附属明細書　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　（単位:円）

区
資産種類

期　　首
当期増加額 当期減少額 当期償却額

期　　末 減価償却 期　　末

分 帳簿価格 帳簿価格 累計額 取得原価

建　　物 6,960,161 - - 1,258,393 5,701,768 31,591,184 37,292,952

建　　物
516,327 - - 59,967 456,360 240,640 697,000

附属設備

構築物 420,337 - - 53,600 366,737 3,734,938 4,101,675

工    具
360,891 - - 120,176 240,715 1,880,214 2,120,929

器具備品
一　　括

430,607 - - 215,303 215,304 - -
償却資産

土     地 315,636,163 - - - 315,636,163 - -

合　　計 324,324,486 0 0 1,707,439 322,617,047 37,446,976 44,212,556

電話加入権 295,900 - - - 295,900 - -

合　　計 295,900 - - - 295,900 - -

有
形
固
定
資
産

無
形
固
定
資
産
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２．販売費及び一般管理費の明細

　　　自　２０２５年４月　１日
　　　至　2０２６年３月３１日

（単位：円）

科　　　目 金　　　　　額

給与手当 38,598,115

法定福利費 5,340,861

福利厚生費 1,859,015

受託管理費 19,103,946

事務消耗品費 2,783,521

通信費 914,238

旅費交通費 2,502,109

租税公課 3,977,850

交際費 679,475

会議費 625,026

寄付金 116,700

支払共益費 1,498,284

水道光熱費 2,382,181

減価償却費 1,707,439

支払手数料 1,599,827

調査研究費 153,791

賃借料 6,629,107

損害保険料 441,092

雑費 5,125,180

合　　　　計 96,037,757
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